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科学技術振興機構 

峯畑昌道 

＜背景＞ 

ロシア提案（2014 年 8月 BWC 専門家会合） 

• 2016 年第 8回運用検討会議を機に法的拘束力のある議定書の検討を開始１ 

 ロシアは本提案に先立ち締約国へのアンケート調査を実施２ 

 

ロシアが示す本提案の実施方法 

• 1994 年に合意されたマンデートを再利用して検討を実施 

 本マンデートは 1995 年から 2001 年までアドホック・グループ（AHG）に

おいて実施された、検証措置を含む議定書交渉のマンデートを指す３ 

 

＜BWC の強化にむけてロシア案が示唆する論点＞ 

【論点 1】なぜ現在の BWC において議定書の必要性が提案されるのか 

【論点 2】どの程度ロシア案（議定書内容）は実行可能性があるのか 

【論点 3】1994 年のマンデートの利用は妥当な提案か 

 

＜論点１- 背景とまとめ＞ 

 2001 年と BWC 

 検証措置を含む議定書交渉失敗、世界同時多発テロ（炭疽菌）、近年のデュア

ルユース研究に関する国際的議論の発端（マウスポックス研究）など４ 

 

 BWC における主な脅威認識と対応措置に関する議論の変化 

 ～2001 年：国家生物兵器計画→ 検証措置（外交手続き：合意にむけた交渉） 

 2001 年～：非国家主体・その他の生物学的脅威→ 国内措置・公衆衛生措置等

（外交手続き：共通理解の促進）５ 

 

 「共通理解の促進」を行うための会期間活動（年次会合：ISP） 

 議定書交渉失敗後の「救済措置」６ 

 共通理解の促進の継続は不十分７ 

 条約強化の期待（2011 年第 7回運用検討会議）→ 経済危機の影響等で困難８ 



 

 

 

→【論点 1 まとめ】 

 2016 年第 8 回運用検討会議においては、現在の年次会合より踏み込んだ強化

策の検討が必要であるという指摘は有力 

 BWC の強化において議定書は必要か、もしくは議定書以外の対案が必要か９ 

 

＜論点 2 - 背景とまとめ＞ 

 ロシア提案 

 生物兵器禁止機関（OPBW）設立（有志のメンバー国・財政支援） 

 自国での生物毒素兵器使用疑惑の調査・疑わしい疾病アウトブレイクの調査を

OPBW に要請可 → 他国に対する査察要請は含まない 

 平和利用を目的とした科学技術の国際協力 

 生物毒素兵器に対する防護支援 

 信頼醸成措置（CBM） 

 科学的進展のモニタリング 

 

 各国見解（検証措置） 

 米国：BWC における検証の有効性には一貫して否定的１０ 

→ 今回のロシア案に検証措置（申告・訪問・査察）は含まれていない１１ 

 欧州：「中心的要素の一つ」１２（備考：具体的な遵守に関する提案では「検証」

の文言の使用はさける傾向）１３ 

→ ロシア案との整合性は不明確 

 非同盟諸国（NAM）：一般的に支持する傾向（備考：NAM 諸国間で程度は異なる。

例：インド「検証のみ」が遵守を保証）１４ 

 

 各国見解（検証措置以外） 

 科学技術の国際協力、防護支援、CBM、科学的進展のモニタリングに関しては、

2003 年以降の年次会合で各国が積極的に議論 

 履行支援ユニット（ISU）の増強に関しては前回の運用検討会議（2011 年第 7

回）において財政的な観点から数カ国が難色を示した 

 

→【論点 2まとめ】 

 提案の内容のみに注目すると、米国（検証無し）と NAM（国際協力）の双方に

配慮、協力の可能性は低くないが → 議定書という方法が望ましいのか 

 日本や欧州などの西側諸国においても、対案を示す場合、検証措置以外で条約

強化に実行可能性のある政策提言が課題 



 

 

 

＜論点 3 - 背景とまとめ＞ 

 1994 年マンデート 

 潜在的検証措置を「含む」、適切な措置を検討し、「適当な場合には」、法的拘

束力のある制度として含まれるべき、条約を強化する提案を行うため～全て

の締約国に開かれたアドホック・グループを設立し、「特に」次の内容を検討 

 用語及び客観的基準の定義（生物剤・毒素・装置のリスト化等） 

 信頼醸成措置 

 条約遵守を促進する措置のシステム 

 第 10 条に基づく科学技術の国際協力 

 

 利点（手続き的） 

 全ての条項が検討の対象 

 前回一致で合意済  

 柔軟なスコープ１５  

→ 2016 年以降の条約強化の検討の土台に利用可能か 

 

 欠点（政治的） 

 今回のロシア案では検証措置を目的に 1994 年のマンデートを利用するわけで

はないが、同じ 1994 年のマンデートに基づいて以前に実施された議定書交渉

（1995～2001）の結果では、300 ページ弱のドラフト議定書の大部分において、

締約国間で「強い概念的相違」が示された（特に、遵守措置に関する文言に

関しては 140 箇所以上）１６ 

 最終的に合意に失敗 

→ この組織的な記憶が締約国間で根強い点はロシアも認識１７ 

 

 欠点（科学技術的） 

 本マンデートは、1992 年から 1993 年の科学技術的な検討の結果をふまえ合意 

 BWC をとりまく近年のライフサイエンス（生命科学）分野の進歩は劇的１８ 

 当時と立脚する科学技術的な基盤が相違 

 2012 年から 2014 年まで常設課題における科学技術の検討では、主に懸念対象

の「研究」内容に関し、締約国の議論が先行 

 「条約に反する目的に利用されうる科学技術」に関する見解の相違（例

2012 H5N1 インフルエンザ研究：イラン（条約違反）≠米（違反せず）１９ 

 BWC 第 1条の禁止事項に「研究」は含まれてない（開発以降：生産、貯蔵等） 

 BWC における科学技術評価の主な目的を研究開発のどの段階に設定する



 

 

のか 

 論文検索分析（BWC2012 年専門家会合「最終文書」を利用） 

 2012 年締約国会合最終文書で示された、「条約にとり利益と脅威をもたら

しうる基盤技術」は条約の検討対象となる科学技術分野は広く、かつ学

際性が高い（融合領域である）点を示唆２０ 

 「条約に反する目的で利用されうる科学技術動向」では、対象論文数が

絞られるものの、現在の条約の体制ではリスク評価の実施には程遠い２１ 

 

 あるべき科学技術的検討に関する提案 

 インド：先端研究のリスク評価の実施（提案の具体性低い）２２ 

 オーストラリア、日本、ニュージーランド：既存の国際的枠組みと協力（提案

の具体性高い）２３ 

 スイス：化学兵器禁止条約の取り組みを参照すべき（提案の具体性低い）２４ 

 ロシア：OPBW 内に科学諮問委員会（SAB）を設置（OPBW の設置自体が課題）２５ 

 そもそも、評価に参加できる科学者コミュニティーは BWC を認知しているか 

 BWC に関する科学者の認知度は世界的に低い２６ 

 教育・意識啓発の遅れ２７ 

 

→【論点 3まとめ】 

 1994 年のマンデートを 2016 年以降の条約強化の検討の土台として利用するこ

とは、手続き的には利点がある 

 政治的、科学技術的観点からすると 1994 年のマンデートの利用が最善である

とは考えにくい 
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